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Ⅰ　はじめに
風力発電所の設置は，温暖化防止のため
に必要な政策であるが，景観や鳥類の保護
政策との調整を図り，両立させることが必
要になる。本稿は，イギリスのウィナシ風
力発電所建設計画にかかわる公開審問の事
例を取り上げ，市民参加と合意形成による
両政策の調整過程の研究を目的にしている。
イギリスの公開審問と合意形成の研究は，
日本の環境影響評価法や市民参加と情報公
開などの法制度を再検討し，風力発電所開
発計画を適正に進めるためにも参考になる。
イギリスの大規模風力発電所の設置と公
開審問の事例を検討する前に，先ずイギリ
ス計画制度の枠組を見ておく必要があるの
で，Ⅱではイギリスの都市農村計画制度を
概観する。
（１）
Ⅲでは公開審問の種類と実情を
紹介し，Ⅳではイングランドのウィナシ風
力発電所建設計画をめぐる公開審問での市
民参加と合意形成の過程を詳細に検討する。
さらに，Ⅴではイギリスの風力発電所開発
の立地選択から建設段階までの環境配慮の
仕組みを整理し，Ⅵではイギリスと日本の
風力発電所設置事例の比較を通じてわが国
の課題を明らかにしたい。
Ⅱ　イギリスの都市農村計画制度
産業活動による汚染は，一般に，環境庁と
地方行政庁が担当する「総合的汚染規制」
（Integrated Pollution Control : IPC ）と「汚
染の防止と規制」（Pollution Prevention and
Control : PPC）により規律されている。しか
し，地方計画庁（Local Planning Authorities）
も，計画制度に基づき，計画申請の可否判断
を行い，又は許可する場合には条件を付ける
ことにより，環境汚染を防止し，環境保護の
役割を果たす。
土地利用の変更や建物の新築改築を行うに
は地方計画庁の許可が必要となる。この許可
は「計画許可」（planning permission）と呼
ばれている。地方計画庁は，許可するか否か
の判断を行ない，許可をする場合にも「条件」
を付けることにより開発を制限することがで
きる。「開発計画」（development plan）とは，
地方計画庁の作成する文書であり，その地域
の望ましい政治，経済，社会，雇用，環境，
保護地域，景観，新家屋数などの将来像が書
き込まれている。開発計画は定期的に改正さ
れる。計画申請は，申請内容が開発計画に適
合していれば，原則として，許可される。
但し，地方計画庁は，許可の判断に当り，
広範な裁量権を持っており，特に重要な理
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由があれば，開発計画に従わなくともよい
場合もある。イギリスの地方計画庁には，
広い裁量権のあることが認められていると
はいえ，計画申請の可否判断についての一
貫性も存在する。
１　法律と行政機関
「都市農村計画法」（Town and Country
Planning Act 1990）が中心となる法律である。
「計画補償法」（Planning and Compensation
Act 1991）は，改正法であり，都市農村計画
法に組み込まれている。最近の改正法には，
「 計 画 強 制 取 得 法 」（ Planning and
Compulsory Purchase Act 2004）がある。
計画審査庁（Planning Inspectorate）は，
政府の副首相府に属する組織であり，審査
官（inspector）が所属し，開発計画策定の
際に開かれる公開審問（public inquiry），計
画申請への強制介入（call in）に伴い開催さ
れる公開審問，計画申請の判断に対する不
服申立（appeal）の場合に開催される公開審
問などを取り扱う。審査官は，公開審問の
議長を務め，都市計画をめぐる対立意見や
多様な意見を聞き，都市計画の専門家とし
ての判断を行い，最終的決定者である担当
大臣や地方自治体としてのカウンシル
（Council）に勧告する仕事をしている。
地方計画庁には，県カウンシル（County
Councils），自治区カウンシル（District
Councils），大都市特別区カウンシル，国立
公園庁などがある。カウンシルとは，議会
のことであり，地方政府の最高意思決定機
関となっているが，同時に，行政にも責任
を負う行政執行部局を有している。県カウ
ンシルは，「基本計画」（Structure Plans）
を作成するとともに，計画申請の可否判断
も行う。場合によっては，自らが進めよう
とする計画申請の可否判断をすることもあ
る。さらに広域の開発計画作成にも協議の
形で関与する。自治区カウンシルは，「地方
計画」（Local Plans）を作成する。以上のよ
うに，大都市圏以外では，県カウンシルが
上位計画を作成し，自治区カウンシルが下
位計画を作成するので，「２層制」と呼ばれ
ている。ロンドンと６大都市圏では，特別
区カウンシルが「総合開発計画」「Unitary
Development Plan：UDP」を作成するとと
もに，計画申請の判断も行う。総合開発計
画とは，上位と下位の計画を単一の計画の
中に，いわば「総論」と「各論」のように
統合されているので，「総合」と呼ばれる。
国立公園庁は，日本とは異なり，国立公園
区域ごとに組織されており，国立公園地域
内の開発計画作成と計画申請の判断を行う。
国立公園庁は，地方政府に代わり，公園区
域内では地方行政庁となる。行政教区
（parish）や町のカウンシルは，計画申請の
判断に際し，その意見は考慮されるが，自
ら計画申請の決定を行うことはできない。
２　開発計画の役割
地方計画庁は，担当地域全体の「開発計画」
を作成し，地域政策の目的とあるべき姿を書
き込む。計画申請を認めるか認めないかを判
断をするとき，地方計画庁は，その「開発計
画」を判断基準にすることになる。
（1）開発計画の種類
開発計画には，①基本計画，②地方計画，
③総合開発計画，④採掘地方計画，⑤廃棄
物地方計画の５種類がある。①～③の３種
類の計画が重要である。
第１に，基本計画は，大都市以外の上位
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自治体である県カウンシルや国立公園庁な
どによって作成される。計画期間は，15年
程度であり，住宅，自然保全，工場，交通，
廃棄物処理，観光，エネルギーなど戦略的
方針が書き込まれている。
第２に，地方計画は，基本計画に従い，
自治区カウンシルにより作成される。地方
計画は，基本計画が戦略的な方針であるの
に対して，土地の特定用途への使用など具
体的な方針が書き込まれている。計画期間
は10年程度とされている。
第３に，「総合開発計画」（UDP）は，ロ
ンドン33特別区の各カウンシルをはじめに，
イングランドの６箇所の大都市の各特別区
カウンシルで作成されている。この総合開
発計画は，基本計画，地方計画の２つを含
めたものであり，さらに，採掘地方計画と
廃棄物政策も組み込んだものであり，その
意味で，２層制ではなく，総合開発計画と
呼ばれる。
（２）
第４に，採掘地方計画と廃棄物地方計画
は，県カウンテイや国立公園庁により作成
される。
（2）計画政策方針
中央政府の副首相府は，地方計画庁が都
市計画方針を作成し，法を運用する際の手
引となる「計画政策指針」（Planning Policy
Guidance Note : PPG）を作成している。計
画政策指針は，計画の全分野に及び，テー
マ毎に「（１）一般政策と原則」，「（２）グ
リーンベルト」，「（３）住宅」，「（９）自然
の保全」，「（13）交通」，「（22）再生可能エ
ネルギー」，「（23）計画と汚染規制」など合
計２５種類発行されている。それぞれの全
文は計画審査庁のウェブサイトで見ること
ができる。地方計画庁は，開発計画の作成
に際し，これらの計画政策指針を参考にす
ることになるが，「都市土地計画（開発計画）
規則（1999年）」によれば，特に，環境保全
関係の指針は考慮しなければならない。開
発計画の作成過程では，市民の側でも，公
開審問などを通じ環境保全の政策を組み込
む活動が重要になる。
地域開発庁は，「広域計画方針」（Regional
Planning Guidance Note :RPG）を作成して
いる。広域計画方針は，計画のテーマ別の
計画政策指針とは異なり，各テーマを横断
し，広域（例えば日本の首都圏のような広
域を対象）の全般的な開発政策を記述して
いる。広域計画方針（RPG）は，計画政策指
針（PPG）とともに，基本計画，地方計画，
総合開発計画など開発計画の作成指針とな
っている。
基本計画は，計画政策方針（PPG）と広域
計画方針（RPG）を考慮して作成される。国
務大臣は，基本計画の作成過程で強制介入
権を持っている。
（３）
審査官は，基本計画案に
ついて関係者や市民から寄せられた意見を
整理し，地方計画庁に勧告を行う。
地方計画は，基本計画の一般政策に従っ
たものでなければならない。その地方計画
の判断は計画政策方針と広域計画方針に基
づいたものとならなければならないので，
市民，開発者，土地所有者，市民団体など
は，計画案に異議があれば，修正の主張が
できる。地方計画案は，市民に公開され，
反対意見が述べられるので，市民の意見で
修正されることもある。解決困難な重要な
問題があれば，公開審問が開催される。公
開審問の議長は担当大臣の指名する審査官
が務める。審査官は，公開審問で述べられ
た意見を総合し，地方計画庁に対して勧告
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を行う。地方計画庁が審査官の勧告に従わ
ない場合，担当大臣は，開発計画案に強制
介入する権限が認められており，その案を
くつがえすこともできる。
（４）
（3）開発計画と訴訟
基本計画又は地方計画により不利益を受
ける者（aggrieved person）は，計画の作成
手続上の誤りが存在すること，又は権限逸
脱（ultra vires）のあることを根拠にして，
高等法院（High Court）に訴えることがで
きる。但し，訴えの期間は，計画決定から
６週間以内となっている。
（５）
裁判所での審査
は，公開審問，意見書提出，聴聞とともに，
開発計画（基本計画，地方計画）作成過程
への市民参加の方法でもある。開発計画は，
市民参加の合意形成手続を踏んでいるので，
裁判所での司法審査の論点も少なくなろう。
３　計画許可
開発事業者は，都市農村計画法（1990年法）
に基づき，開発事業を進める前に地方計画庁
から計画許可を受けなければならない。
（６）
（1）条件
地方計画庁は，条件（conditions）を付け
て計画許可を認めことができる。
（７）
計画許可
と条件の関係について，控訴裁判所（Court
of Appeal）は，計画許可に付けられた条件
が不合理であり，違法となれば，条件は無
効となる。条件が無効であれば，計画許可
自身も無効となると判決している。
（８）
貴族院
（House of Lords）は，条件の有効性基準を
次のようにまとめている。
（９）
①条件は計画目
的のために付けられるのであり，直接関係
のない課題について付けられるものではな
い。②条件は許可内容と合理的・公正に関
連していなければならない。③条件は道理
に反するものであってはならない。
（2）106条義務
地方計画庁は，都市農村計画法106条に基
づき，開発業者と協定を締結し，条件を義
務付けることができる。「106条義務」であ
れば，執行がより容易となる。106条協定は，
土地に権利を有する者との間に捺印契約書
で作成され，重要な配慮義務が書き込まれ
ている。その協定内容は土地の承継者も拘
束する。なお，地方計画庁が相手方の義務
履行を求めない場合，影響を受けた住民な
ど第３者は「契約（第３者の権利）法1999」
に基づいて履行を求めることができる。
Ⅲ　公開審問
１　公開審問の種類
イギリスの計画制度では様々な場合に公開
審問が開かれる。第１に，都市農村計画法78
条に基づき，地方計画庁が計画申請を期限内
に判断をしない場合である。判断は，通常，
申立日より８週間以内，環境説明書の添付が
必要な場合は16週間以内となっている。申請
者の申立により公開審問がなされる。
第２に，都市農村計画法78条に基づく地
方計画庁の決定に不満な申請者は，国務大
臣に不服申立をすることができる。計画申
請の不許可に対する不服申立がなされると
公開審問が開かれる。このような公開審問
は頻繁に行われている。手続の詳細は本節
２で検討する。
第３に，都市農村計画法77条に基づき，
国務大臣が強制介入し，地方計画庁に代わ
り審査を行う場合にも公開審問が開催され
る。詳細は本節３で述べる。
第４に，開発計画（県の基本計画，自治
区カウンシルの地方計画，大都市特別区の
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総合開発計画等）の作成過程で，計画案に
市民の反対が強い場合にも公開審問が開か
れる。改正案が公開の場で討論されること
になる。市民参加と合意形成のために重要
な場面となる。
第５に，発電所設置計画や道路交通計画
など公共事業には，個別事業法に基づき，
計画申請の可否判断の前に公開審問が開か
れ，市民の意見を聞き，合意形成の努力が
なされる。節を改め，Ⅳでは電気法36条と
財産権法194条に基づくウィナシ風力発電所
設置に伴う公開審問を取り扱う。
２　不服申立の公開審問
地方計画庁は，原則として，計画申請
（planning application）の判断をする。申請
が拒否された場合，又は許可されたが許可
に付けられた条件が厳しく開発を制限して
いると考える場合，不服のある申請者は，
計画審査官（planning inspector）に不服申
立を行う権利を持っている。不服申立事件
の当事者は，地方計画庁と不服申立人（開
発申請者）となる。市民は，当事者ではな
いが，事業者の不服申立手続の中で開発の
悪影響を防止するために一定の役割を果た
すことができる。
計画審査庁は，不服申立を審理するとき，
書面手続（written procedure），聴聞手続
（hearing procedure），公開審問手続の３方
式のいずれかによって審理する。
（10）
不服申立
審理の目的は，計画申請に対する地方計画
庁の決定を検討することである。不服申立
の手続を取り仕切る審査官が指名される。
審査官は，証拠書面を集め，証言を聞き，
開発予定地を訪問し，報告書をまとめ，そ
の報告書（勧告）を最終判断者である担当
大臣に提出する。
第１に，書面手続は最も頻繁に行われる方
法である。審査官は，計画申請者，地方計画
庁，市民からの意見書を検討した後に判断を
行う。地方計画庁は，不服申立に根拠のない
ことを書き，質問事項を記した書面を作り，
14日以内に計画審査庁と不服申立人に送る。
不服申立人は，17日以内に地方計画庁と計画
審査庁に返答の書面を送る。さらに，地方計
画庁と計画審査庁の双方は，その７日以内に
応答を記載した書面を送る。このような書面
による主張の交換がなされ，審理が進められ
る。この場合，市民側は，意見書を書き，審
査官に送り，自分の意見を述べることができ
る。この場合，市民側の立場は，事業者の計
画申請を許可しなかった地方計画庁の判断を
支援することになる。
第２に，聴聞手続の場合，審査官は，公
開審問のようなやり方ではなく，当事者か
ら口頭で意見を聞く方法で判断をする。申
請事業者の不服申立が聴聞手続の方式で審
理されることになれば，地方計画庁は，不
服申立に関心を持つ者に通知をするととも
に，聴聞の手続規則のコピーを提供する。
聴聞は不服申立の日から12週間以内に実施
される。不服申立人と地方計画庁は，自分
の立場を述べる「主張書」を審査官と関係
者に提供しなければならない。市民は，第
３者として意見を述べる権利を有している
ので，当事者双方から関係書類のコピーを
請求できる。聴聞は，通常，審査官の指導
により討論形式で進められ，市民側から質
問し，意見を述べ，法律問題も議論できる。
時には弁護士も出席する。聴聞には審査官
の現地調査も含まれる。現地調査の場合，
市民側は，自分の主張を審査官に説得する
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ためのよい機会になるので，通常，その地
域の生物，生息地，景観など特長を説明す
ることになろう。
（11）
第３に，計画申請の内容をめぐり議論が
大きく分かれる場合には公開審問の方法が
とられる。審査官は，公開審問を開催し，
当事者，利害関係者，発言を希望する市民
などの証言を聞くとともに，提出された書
面を参考にして報告書を作る。公開審問の
流れは次のようになっている。
まず，審問の事前手続（pre - inqu i ry
procedure）がある。審理が公開審問の方式
で行われることになれば，地方計画庁は，
公開審問の日程表を作成し，関心を有する
者にコピーを配布する。さらに，地方の新
聞に広告を掲載し，公開審問の開催を知ら
せるとともに，計画申請のなされている開
発予定地を公表する。
当事者と主要な関係者は，公開審問の始
まる前に，自分の主張・見解を記述した
「主張書」（statement of case）を交換する。
当事者以外の主要な関係者とは，県カウン
シル，自治区カウンシル，国立公園庁，市
民団体，ナチュラル･イングランドなど国，
地方自治体，専門家の市民団体である。市
民個人は主張書を作成するのではない。市
民個人は地方計画庁から当事者と主要な関
係者の主張書のコピーを取得できる。公開
審問を順調に進めるために事前会議が開催
される。この審問事前会議には，市民も参
加でき，公開審問の進め方に提案や意見を
述べることもできる。
次に，「証拠書面」（proof of evidence）を
作成する必要がある。市民や団体は，審査
官に自分の意見を考慮してもらうために，
自分の主張を提出する権利を持っているの
で，証人として参加できる。但し，証人と
して参加するためには，「証拠書面」と呼ば
れている文書を作成しなければならず，公
開審問が始まる３週間前には他の全関係者
に配布しなければならない。「証拠書面」は
公開審問で審査官に注目させたい主張の理
由書である。市民も，自分の主張を審査官
に考慮してもらうために証拠書面を作成す
る。長さは，制限はないが，1,500語以上に
なる場合には，「要約」を添付する必要があ
る。公開審問会での証人は，内容が長文の
場合であれば，この要約だけを述べること
になる。証言しない市民は，証拠書面だけ
を提出することになる。
証拠書面の作成は，市民にとっては公開
審問の当日に口頭で意見を述べるための準
備にもなろう。公開審問開始前の３週間は，
参加者の全員にとって，自分の「主張書」
と「証拠書面」を再検討する期間でもある。
自分の主張を強化し，反論の補強もなされ
る。公開審問に出席できなければ，代理人
が出席できる。代理人もいなければ，書面
だけを提出できる。
最後に，公開審問の進行手続である。審
査官は，通常，不服申立の内容を説明し公
開審問の開催を宣言するとともに，発言を
希望する市民の名前を書き留める。公開審
問の期間は，出席する証人の数，開発提案
の内容によっても異なるが，数日から数ヶ
月にわたり続くことになる。
不服申立人（計画申請者）側の弁護士は
依頼人の主張を説明する。不服申立人側の
最初の証人が呼ばれる。証人は「証拠書面」
の内容を述べる。次の証人の「証拠書面」
説明では，追加の論点が提起されるかもし
れない。この手続は，主尋問（examination
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in chief）と呼ばれ，証人を申請した側の当
事者又は弁護士が最初に行う尋問である。
次に，相手側の当事者は，主尋問によって
引き出された証言の信用性を吟味し，真実
を明らかにするために反対尋問（cros s
examination）を行う。そのとき，審査官が
質問をするかもしれない。さらに引き続き，
不服申立人側の弁護士は，反対尋問で出さ
れた事項について再尋問（re-examination）
を行う。不服申立人側の証人について，そ
れぞれ，引き続き同じ手続がなされる。
地方計画庁側が証拠を提出する。そして，
関係者と関心を有する者も証拠書面を提出
する。この書面の内容は，市民各自の短い
文章の書面であるかもしれないし，専門家
や弁護士により提出された長い文章の場合
もある。陳述する順序は融通がきくように
なっているので，市民や団体は，内容が援
護又は反論かどうかにより，地方計画庁の
前か後に順番が来るように要求できる。市
民側は地方計画庁を支援し，証人として陳
述することになる。証人には，地方計画庁
側の主尋問と不服申立人側の反対尋問がな
される。反対尋問の目的は，①証人の証言
に疑いを向け，その証言の重みを弱めるこ
と，②証言から有利な証拠を引き出すこと
にある。市民が反対尋問を受けた場合，慣
れていなければ，手元の証拠書面を参考に
すればよい。問われている意味が不明な場
合には，議長である審査官に尋ねることが
できる。
３　強制介入
計画申請の可否判断は，通常，地方計画
庁によってなされるが，場合によっては担
当大臣が地方計画庁に代わって計画申請の
判断をすることがある。これは，大臣が地
方計画庁の判断権を奪い，自分で判断する
ことを意味するが，都市農村計画法77条に
基づく計画申請への強制介入（called in or
call in）と呼ばれている。計画申請数は，毎
年，数千件の申請がなされているが，その
うち強制介入事例は150件程度である。大臣
の強制介入の場合には，その計画申請の可
否判断の前に公開審問が開かれる。
強制介入は，①国の重要な計画政策に反
する開発，②その地方の地域を越えて広範
囲にわたる影響を持つ開発，③建築と都市
計画に重大な議論を引き起こす開発，④国
の安全保障又は外国政府の利益に関わる開
発，⑤広域又は全国的な重要な論争になる
開発などの場合になされる。
（12）
市民は，以上のような理由で強制介入が
必要であると考えれば，国の地方事務所の
計画局長に手紙を書けばよい。大臣が強制
介入の判断をすれば，大臣は，カウンシル
に手紙を送る。この手紙は，コール・イ
ン・レター（call-in letter）と呼ばれている。
４　事例
ここでは，市民団体の公開審問への参加
事例を挙げることにする。
（13）
第１に，イングランドのヨークシャー･ア
ンド･ハンバー地方のロサラム（Rotherham）
自治区では，公開審問での議論の結果，未
開地を保護した事例である。開発計画はロ
サラム自治区郊外での300家屋の建設であ
る。開発予定地は，全体として農村地域で
あり，少なくとも半分の土地は「草地」で
ある。不服申立者（開発業者）は，以前そ
こに産業施設があったことに注目し，開発
可能な「産業施設跡地」であると主張した。
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開発計画対象地の区分が「草地」か「産業
施設跡地」であるかをめぐる対立である。
検査官，国務大臣，市民団体の意見は，一
致し，その土地の多くは草地であると了解
した。市民団体は，開発が認められれば，
グリーンベルト地域のなだらかに起伏する
農地を破壊してしまうと主張し，代替案を
提案し，自治区内の市街地域には住宅建設
に適した工場跡地が沢山あると指摘した。
さらに，市街地から遠く離れた郊外での住
宅建設計画は，開発と交通の統合を目指す
政府方針にも反し，自動車交通量を増やす
結果になると主張した。審査官も，市民側
の考え方に同意し，グリーンベルトとして
の農業地域を保全するための報告書を書き，
結局，住宅建設は認められなかった。
第２に，イングランドのサウスイースト
地方ハンプシャー県デビデン湾の事例があ
る。デビデン湾はきれいな沿岸線地帯であ
る。このデビデン湾に２キロメートルにわ
たる貨物コンテナ用の港湾建設計画が持ち
あがった。デビデン湾は，「サウサンプトン
水域特別保護地域」であり，「特別科学的重
要地域」の指定もなされており，さらに，
将来，ニューホレスト国立公園に編入する
計画もあった。コンテナ港が建設されれば，
国内的にも国際的にも重要な野生生物の生
息地が破壊されるおそれがある。審査官は，
公開審問で双方の意見を聞き，市民団体側
の主張を認める報告書を書いた。その結果，
港湾建設計画は許可されなかった。市民団
体の責任者によれば，公開審問での成功は，
専門家会員の証人を選び，景観と国立公園
を話題にしたことにあるという。コンテナ
港のもたらす影響は，ニューホレスト国立
公園内部に対してではなく，むしろ反対側
に位置するサウサンプトン市側から見える
国立公園と一体となった眺望にあった。サ
ウサンプトン市側から見える景観への悪影
響に焦点を絞ったと述べている。
Ⅳ　イングランドのウィナシ風力発電
所建設計画と景観
１　ウィナシ風力発電所計画と合意形成
「貿易産業省」と「環境・食糧・地方事業
省」の両大臣は2006年３月２日，カンブリ
ア県，テベイ近くのウィナシ風力発電所建
設の計画申請を拒否した。両大臣の判断は，
2005年に行われた公開審問に基づく審査官
の勧告を受け入れ，風力発電所の計画申請
を認めなかった。審査官が作成した報告書
の結論は，公開審問の議論を整理し，景観
とレクリエーションへの悪影響を重視し，
温暖化防止と再生可能エネルギー確保より
も風力発電所の悪影響のほうが重大である
と勧告したものになった。
（14）
この事例は，景
観･自然保全と温暖化防止という両政策の調
整と合意形成のあり方を示す良い例である
ので，ここでは，公開審問会の議論を検討
し，市民参加と合意形成による地域の景観
保全のあり方を明らかにしたい。この事例
では，中心論点が「景観」（landscape）であ
るが，風力発電所建設の背景にある国立公
園のあり方や生物多様性確保の問題も視野
に含まれる。この事例の検討は，日本の風
力発電所建設と国立公園の景観や生物多様
性確保との調整・合意形成のあり方を考え
るためにも重要である。
２　ウィナシ風力発電所計画
ウィナシ風力発電所（Whinash Wind
Farm）計画の申請書は2003年９月29日，事
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業者の「チャルマーストン風力会社」から
イングランドの貿易産業大臣に提出された。
計画許可は風力発電計画５万キロワット以
上の場合には「電気法」36条に基づき貿易
産業大臣が判断し，５万キロワット未満の
場合には「都市農村計画法」に基づき地方
計画庁（地方自治体）が判断する。ウィナ
シ風力発電所の計画申請は，6,750万キロワ
ットの計画なので都市農村計画法の適用が
除外され（90条２項），電気法36条が適用さ
れる。
事業者の電気法36条に基づく申請目的は，
風車１基当たり2.5～３万キロワット，風車
の羽根の頂上までの高さ115メートルの風車
を合計27基の発電施設（合計6,750万キロワ
ット）の建設と操業の許可である。場所は，
イングランド，カンブリア県のエデンとテ
ベイ両行政区にあるウィナシ（Whinash）の
ブラザデイル（Bretherdale）とラウンドス
エイト（Roundthwait）と呼ばれる２入会地
（ common land） と ブ ロ ロ デ イ ル
（Borrowdale）の合計３地域であり，「湖水
地方国立公園」（Lake District National Park）
と「ヨークシャー・デイルズ国立公園」
（Yorkshire Dales National Park）との間に
ある。この発電所の建設計画には，16.7キロ
メートル利用道路と駐車場の新設，幅２メ
ートル高さ70メートルの気象用鉄塔２ヶ所
の建設，地下ケーブル施設の設置，変電所
建設なども含まれる。計画申請の対象地は，
湖水地方国立公園の内部ではないが，公園
境界線周辺のエデン行政区にある。しかし，
新設の地下ケーブルは，国立公園内の鉄塔
と地上の電線に連結する予定になっている。
風力発電施設は，少なくとも25年間にわた
り操業する予定になっている。事業者の申
請書類には「環境報告書」が添付されてい
る。後に，増補版の「追加環境情報」も提
出された。
同時に，事業者の計画では，24基の風力発
電施設，道路，駐車場，２ヶ所の気象用鉄塔，
変電所などが入会地内に建設・操業されるの
で，「財産権法」（Law of Property Act 1925）
の194条に基づき，許可が必要である。ブラ
ザデイルとラウンドスエイトの２地域は，入
会地になっているので，財産権法194条に基
づき，「環境・食糧・地方事業省」大臣の許
可を受けなければならないことになる。ただ
し，合計27基中の３基については財産権法
194条申請の対象にはならない。チャルマー
ストン風力発電会社は2004年３月12日，カン
ブリア県，エデン行政区，テベイ行政区にあ
るラウンドスエイとブラザデイルの２入会地
での風力発電風24基，道路，駐車場，気象用
鉄塔，変電所など施設の建設につき，環境・
食糧・地方事業省大臣に財産権法194条申請
を提出した。
３　公開審問
公開審問（public inquiry）
（15）
は，2005年４
月19日から2005年６月17日まで，カンブリ
ア県のシャープ・ウェルズ・ホテルで開催
され，延べ27日間にわたり行われた。計画
審査官は公認プランナーのデイビッド・ロ
ーズ（David Rose）氏である。ローズ氏は
貿易産業省大臣と環境・食糧・地方事業省
大臣により共同の公開審問を行うために任
命された。審査官の現地調査は，説明のた
めの付添い人を伴い，2005年５月から８月
にかけて５日間実施されている。その他，
審査官は，公開審問会に提出された証拠を
確認するために，単独の現地調査を６日間
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行い，計画地の内外を歩き，景観を調べて
いる。
（1）公開審問の準備会議
なお，公開審問に先立ち，準備のための
会合は2004年11月の１回目と2005年１月の
２回目の計２日間行われた。審査官は，準
備会議で，公開審問の手続，テーマ，進行
予定の作成，証拠提出の日程表，証拠書
面・証言の方法などを説明した。出席者は，
当事者，当事者の各証人，公開審問に出席
したいと望む者である。出席を希望する者
は，プログラム担当官に通知し，公開審問
に出席の確認を受ける必要がある。
（16）
公開審問は，「発電所及び電線（審問手続）
規則（1990年）」と「入会地法（1876）」の
規定に基づき実施される。開催の場所と時
間は，カンブリア県シャープ地区のシャー
プ・ウェルズ・ホテルで，火曜日から金曜
日の午前（10時から13時）と午後（14時か
ら17時）の時間で行う。但し，「入会地法」
11条に基づき，入会地の問題については夜
間に開催する。一般の問題でも，参加者の
希望により夜間に開催することもできる。
公開審問会に提出される証拠は書面で行
う。証拠書面の提出が1,500字を超える場合
には，その要旨を添えること。公開審問は
裁判のように公開の場で全証拠をもとに交
互尋問で行われるが，証言では要旨だけが
述べられる。公開審問での論題は，①計画
申請の背景，②政策，③必要性と代替案，
④景観への影響，⑤公衆のレクリエーショ
ンと土地利用への影響，⑥自然保全と動物，
⑦騒音，⑧水循環と水供給，⑨建築，⑩入
会地への影響，⑪発電所の解体と復元・管
理，⑫住民の望むテーマ，⑬条件と義務な
どであることが説明された。
公開審問は，開始に際し，手続項目，出
席者の確認，書類の点検がなされる。そし
て，参加者はそれぞれ自分の主張の要旨を
述べる（20分以内）。順番は，毎回，最初に
計画申請者（事業者）の主張から始まる。
次は，一般的には，カウンシル，その他の
諸団体，個人などの順になるが，順番は参
加者の要求でも決められる。但し，最終日
のみは，発言の順番は逆になり，計画申請
者（事業者）とその支援者が最後に述べる。
公開審問のプログラム担当官は，図書室を
設置し，重要資料，証拠，書類を管理し，市
民が利用できるようにする。プログラム担当
官は，さらに，資料を印刷し公開する他に，
インターネットのウェブサイトを開く。
プログラム担当官にはロジャー・クラク
ストン氏，計画担当官にはクリス・ホワイ
ト氏が紹介された。クリス・ホワイト氏は，
審査官のデービッド・ローズ氏と同様に，
計画審査庁（Planning Inspectorate）に所属
する専門家であり，審査官補助の仕事を行
う。公開審問会では審査官の隣に座る。
事業者の「環境報告書」は「計画政策方
針」に従って作成されたものである。２回
目の公開審問準備会開催の時点では「計画
政策声明書」（Planning Policy Statements）
が改正されていたので，審査官は，事業者
に改正の方針に従い環境報告書の訂正を提
出するように伝えた。事業者は，できるだ
け早く訂正し，公開審問の始まる前に提出
すると答えた。さらに，審査官は，申請事
業者と計画当局以外にも，意見書提出の必
要な諸団体を確定した上で，参加要請をす
る旨を述べた。
（17）
（2）報告書の形式
審査官は，公開審問で計画提案の賛成者
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と反対者の証言を聞き，書面を調べ，報告
書を作成し，許可判断の最終決定権を持つ
大臣に提出する。大臣は，通常，審査官の
報告書の勧告と結論に従うことになる。
ウィナシ風力発電所の報告書は，合計126
頁，構成は５章（A～E）からなっている。
第１に，「A：序論」では，計画申請の判断
の基準になる計画政策と開発計画の枠組の
説明がなされている。
第２に，「B：電気法36条申請」では，①
申請事業者の「チャルマーストン風力発電
会社の主張」，②「地方自治体連合の主張」，
③「カントリーサイド庁の主張」，④「ブラ
ザデイル友の会の主張」，⑤「エデン・レイ
クランド・ルナスデイル景観友の会の主
張」，⑥「ウィナシ風力発電施設拒否委員会
の主張」，⑦「利害関係当事者と個人の主張」
となっている。それぞれの主張は，本件の
問題点の順に従い，政策枠組，立地選択の
正当性，視覚・景観への影響，レクリエー
ション・フットパス（小道）・乗馬専用の
道への影響･･･などの見出し項目別に述べら
れている。この部分の頁数は多く，報告書
の半分以上を占めている。
第３に，「C：財産権法194条申請」では，
①申請事業者の「チャルマーストン風力発
電会社の主張」，②「カントリーサイド庁の
主張」，③「ブラザデイル友の会の主張」，
④「オープンスペースの会の主張」，⑤「入
会権者の主張」となっており，それぞれの
問題点ごとに記述されている。
第４に，「D：結論と勧告」では，①「電
気法36条申請」と②「財産権法194条申請」
で問題点ごとの結論がのべられ，③「結論
の要旨」，④「勧告」と続いている。
第５に，「E：付録資料」では，A～E各章
に関する資料の目録が掲載されている。
４　計画地と周辺の状況
ウィナシ風力発電所建設事業の立地予定
地は，起伏に富んだヒースの原野であり，
シャープ山の頂上から南に２キロメートル
離れたところにある。風車，変電所，気象
用鉄塔，A６道路からの専用道路は，国立公
園の外側に位置している。ただし，高圧線
配電網は，国立公園内部の既存の鉄塔に連
結する。湖水地方国立公園に最も近い風車
２基（１号と２号）は，公園の境界線から
220メートルの位置にある。南東側に向けて
Ａ６号道路とＭ６号道路を越えていくとヨ
ークシャー・デイルズ国立公園がある。ヨ
ークシャー・デイルズ国立公園に最も近い
風車（24号）は，公園の境界線から3.75キロ
メートルのところに位置する。立地予定地
は，２つの国立公園にはさまれ，入会権の
対象地になっている原野である。
立地予定地の範囲は，ウィナシ山の尾根
に沿う形で長さは６キロメーメトル，横幅
が500メートルから２キロメートルになって
いる。標高は低いところが330メートル，高
い所が485メートルである。国民の歩く権利
は３ルート設定されている。これら３ルー
トの国民利用権は，「カントリーサイド及び
歩く権利法」（2000年）に基づき，2005年５
月に実施された。
予定地の植物は，酸性草地，イグサの多
い牧草地，酸性の泥炭沼地などが広がって
おり，ヒツジの放牧地になっている。丘の
側面の傾斜地に森林もあるが，全般の風景
は，原野が広がり，小山の峰が背景に広が
っている。この地域は，国立公園と国立公
園にはさまれた場所で，県の「重要景観地
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域」に指定されている。
カントリーサイド庁は，湖水地方国立公
園の境界を広げ，立地予定地の一部を公園
に編入するとともに，ヨークシャー・デイ
ルズ国立公園も広げ，オルトンの丘，北ハ
ウジルの丘，ルン峡谷を国立公園に編入す
る提案をしている。
（18）
５　カントリーサイド庁の主張
公開審問会では，カントリーサイド庁
（Countryside Agency）を代表してジェイ
ン・シーセル計画部長が風力発電所設置に
関するカントリーサイド庁の立場を述べて
いる。
（19）
カントリーサイド庁の意見は，影響
力があると思われるので詳しく検討しよう。
カントリーサイド庁は，1999年に農村環境
の保全を目的に設置されたが，2006年の
「自然環境及び農村地域法」（Na t u r a l
Environment and Rural Communities Act
2006）の制定によりイングリシュ・ネイチ
ャーや地方開発局と統合したので，現在，
「ナチュラル・イングランド（Natu r a l
England）」の名前になっている。ウィナシ
風力発電所の公開審問は，この組織統合の
前なので，本稿では当時のままに「カント
リーサイド庁」の名前を用いる。
第１に，カントリーサイド庁は，「国立公
園及びカントリーサイド利用法（1949年）」
に基づき，①イングランドの自然景勝
（natural beauty），野生生物，文化遺産の維
持・向上と国立公園でのレクリエーションを
促進するために国立公園を指定する権限を持
つ。また，②国立公園としての指定基準を満
たす地域を検討する義務を持ち，③自然景勝
を損なう開発については，大臣と地方自治体
に配慮を求める義務を持っている。
第２に，カントリーサイド庁の仕事は，
景観の特長を尊重し，良好な状態の保護と
向上にある。カントリーサイド庁がウィナ
シ風力発電所設置に意見を述べる理由は，
①立地場所の景観が国の立場から見て指定
価値がある地域であり，②湖水地方国立公
園に隣接するとともに，ヨークシャー・デ
イルズ国立公園から3.75キロメートルの近い
距離にあるからである。
第３に，再生可能エネルギーに対するカ
ントリーサイド庁の立場は，農村風景の特
長を尊重し，地方の環境を損なうことなく，
地球温暖化防止の目的を達することのでき
る場所を選ぶべきだと考えている。その立
場を箇条書きにすれば次のようになる。①
再生可能エネルギー開発は，原則として，
歓迎する。②国立公園と特別自然景勝地域
（AONBs）など保護地域内での商業風力発電
開発に反対する。しかし，小規模風力発電
は認める。③前記の配慮方針は，国立公園
と特別自然景勝地域に「隣接した土地」に
も適用される。④カントリーサイド庁の景
観評価手法に従って開発提案を評価する。
第４に，ウィナシ風力発電所の建設提案
に対するカントリーサイド庁の反対意見で
ある。予定地と周辺の景観は，湖水地方国
立公園の土地と特長を共有しており，1947
年以来，国家的な景観として指定地の価値
を有するものと見られてきた。予定地の特
長を箇条書きにすれば，次のようになる。
①その場所は，湖水地方の自然の延長線上
にあり，国立公園として指定するための基
準を完全に満たしている。②その場所の固
有な特長と景観は，風力発電施設開発の影
響を受けやすい。③国の政策によれば，再
生可能エネルギー開発は環境上の影響が適
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切に対処できる場所に設置されるべきであ
るとしている（PPS22）。しかし，ウィナシ
風力発電所建設計画は国家的に重要な景観
利益に対する悪影響がある。④発電所施設
の規模は，予定地の持つ固有な景観を失わ
せるので，隣接する２つの国立公園の景観
とレクリエーションの利用にも悪影響が及
ぶであろう。以上の理由により判断すると，
カントリーサイド庁は，風力発電所開発に
よりもたらされる利益は環境利益に勝って
いるとは考えられないとしている。
第５に，カントリーサイド庁は，1999年
以来，国立公園の法律上の基準の適用を検
討しているが，湖水地方国立公園とヨーク
シャー・デイルズ国立公園の間の土地（計
画申請の対象地）が独特な遺産なので，指
定予定地の最優先地として検討中である。
第６に，電気法36条申請の結論である。
ウィナシ風力発電所は重要な景観に対して
重大な影響があり，市民のレクリエーショ
ン利用を犠牲にするので，開発提案は適切
ではない。したがって，カントリーサイド
庁は電気法36条に基づく同意は拒否するべ
きだと勧告する。
第７に，財産権法194条に基づく申請につ
いても，カントリーサイド庁は同意を拒否
すべきだと考えている。その理由は，計画
申請の対象土地が地域住民の公共オープン
スペースであり，利用されているので，申
請が許可されれば，重大な影響があるから
としている。
６　審査官報告書の内容
報告書には結論と担当大臣宛の勧告が述
べられている。特に，注目している点は，
すでにカントリーサイド庁が開発予定地に
国立公園の範囲を拡大する提案をしている
が，風力発電所がもたらす景観への影響で
あり，観光事業への影響でもあった。結論
は，国や地方自治体，市民団体，市民など
様々な立場の主張とともに，事業者の主張
と「環境報告書」，「追加環境情報」を検討
し，導き出されている。
（20）
報告書によれば，ウィナシでの風力発電
所計画の提案は，「広域空間戦略（Regional
Spatial Strategy）」の政策２条と13条の景観
保護の目的に反する。提案は，また，「カン
ブリア県及び湖水地方行政区共同の基本計
画」（政策２条・12条，改正案の政策11条・
34・36・37条），「エデン地方計画」（政策２
条）及び「追加計画指針：カンブリア県の
風力発電開発」（政策１･２条）の景観保護
政策と目的に反する。
「カンブリア県及び湖水地方行政区の共同
基本計画」の規定に基づく比較考量の結果，
景観への被害は，ウィナシでの再生可能エ
ネルギーの確保する利益よりも重大である
と考える。同時に，この地域の景観は，「湖
水地方国立公園地方計画」にも重要性が記
述されており，保全の配慮が必要である。
ウィナシ風力発電所計画は，国の「計画政
策方針（Planning Policy Statement）」22条
の要求する開発と環境の比較考量の結果に
おいても，環境への重大な悪影響が生じる
おそれがある。
事業者の立地選択は，風況のみから判断
し，選択されたものであり，両政策の比較
検討がなされていない。風力発電所のもた
らす視覚への影響は，貴重な景観への重大
な侵害となり，この地域のレクリエーショ
ンの利用にも影響する。
本計画提案による騒音，動植物，水，フ
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ットパス（小道），乗馬用の道への影響は，
重大な影響はないと考えられる。入会権者
にも直接の影響はない。ただし，計画提案
は景観保全やレクレーションに影響を及ぼ
し，地域の人々には利益にならないので，
許可は適切ではないとしている。
審査官の報告書は，以上のように理由と
結論をまとめながら，許可の判断権を持つ
両大臣に対して，次のように勧告をまとめ
ている。
勧告の第１点は，電気法３６条に基づき，
テベイ付近のウィナシ，ブラザデイル入会
地，ラウンドスエイ入会地，バローデイル
での6,750万キロワットの風力発電施設の建
設と操業の許可を拒否すべきである。
勧告の第２点は，財産権法194条に基づき，
ラウンドスエイトとブラザデイルの入会地
上での風車24基，利用道路，駐車場，２気
象用鉄塔，変電所の建設の許可を拒否すべ
きである。
（21）
Ⅴ　立地選択から建設までの環境配慮
の仕組み
風力発電産業には，他の産業と同様に，
市民の健康と安全を維持し，風車の環境に
対する影響を最小限に抑える義務がある。
したがって，風力発電事業者は，大規模風
力発電所開発の計画申請に際し，環境影響
評価手続をしなければならない。風車は，
非常に高い構造物であるので，オープンス
ペースにそびえ立ち，遠くはなれたところ
からもよく見える。場所によっては，地域
独特の風景を台無しにする場合もあるので，
人々は通常，景観が損なわれたと考える。
一方，台無しではないと考える人もいるか
もしれない。また，場所によっては，風車
は鳥類の衝突死や生息地の激変をもたらす。
人々は，鳥類や生物多様性の保全と風力発
電所の双方とも重要だと考える。一方，生
物多様性よりも風力発電所のほうが重要で
あると考える人もいる。人々の判断の違い
は，地球温暖化防止のための風力発電所開
発と生物多様性・景観の保全という２つの
重要課題のどちらかひとつだけを過大に重
視しすぎるところからくるように思われる。
風力発電所開発と景観・生物多様性確保の
２課題は，両方とも重要な課題であるので，
調整をとりながら進められるべきであろう。
そのための調整の制度は，立地選択段階で
の環境配慮，環境影響評価，公開審問によ
る合意形成手続きであると考えられる。
ここでは，風力発電所開発の立地選択段
階から建設段階までの計画過程での検討を
取り上げ，どのように環境配慮のための検
討がなされているかを検討する。
（22）
① 立地選択段階
法律上規制されている地域や環境保護上
重要な地域であって，開発に不適切な地域
は，風力発電施設の立地選択から除外され
る。環境上配慮すべきと地域は，国立公園
や特別科学的重要地域（SSSI）のような地
方，県，国，国際レベルでなされている指
定地域である。イギリスには指定地域の種
類は44種類ある。環境配慮は，指定地域の
ほかに，指定地周辺への影響，生態系，文
化遺産，レクリエーション利用などの検討
がなされる。この段階での協議は，土地所
有者，地方計画庁，法定協議機関（ナチュ
ラル・イングランド，環境庁など）との対
話である。
② 実施可能性の検討
立地選択された土地は，計画申請をする
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前に，より詳細な評価・検討が必要になる
ので，環境影響評価の手続がなされる。環
境影響評価の費用は事業者が負担する。決
定をめぐり，不服審査になれば，その費用
は，２倍になるといわれている。事業者は，
環境影響評価手続きに入る前に風況調査を
行う。この調査は，風速と方向のデータを
集めるものだが，冬の季節を含めなければ
ならず，６ヶ月以上が必要になる。調査の
ために風速計の塔を建てるには，仮許可を
受けなければならない。風況調査が済めば，
風況を考慮して，風車の配置案が作られる。
その後は，営業上の実施が可能であるかど
うかを調べるための予備検討が行われる。
この段階での環境配慮は，フィールドでの
生態系の予備調査である。事業者は，引き
続き，地方計画庁，法定協議機関，土地所
有者との協議の他に，地域住民には風速計
用の鉄塔建設のための仮許可を受けたこと
を知らせる。
③ 環境影響評価
事業者は環境影響評価の手続に入る。ま
ず，地方計画庁や法定協議機関と話し合い，
評価項目の絞込み（スコーピング）を行う。
次に，選定された評価項目に従い，例えば，
風景・景観，騒音，動植物などへの影響調
査と評価の作業を行う。「環境影響評価準備
書」を作成し，公開し，地域社会との協議
が始まる。地域の意見を聞きながら，誤り
があれば，訂正し，「環境影響評価書」が作
られる。
④ 計画申請と公開審問会
事業者は，立地選択が適正であると考え
れば，地方計画庁に計画申請を行い，地方
計画庁の質問に答え，必要があれば，追加
の情報と説明をしなければならない。計画
申請の公式協議の段階で，事業者は，通常，
市民との討論の場を持つ。大規模風力発電
施設の場合，貿易産業大臣は，電気法36条
に基づく発電施設の建設・操業・増設の計
画申請の判断をするために，前述のような
公開審問を行う。
⑤ 計画の許可と事業の実施
事業者は，許可が与えられれば，発電施
設の購入契約をし，許可につけられた条件
と義務のほかに，環境影響評価書にも従い，
建設作業を実施する。建設作業中は外部に
悪影響を与えないようにする義務がある。
操業段階では，地域住民や動植物への影響
を与えないように注意する義務がある。
Ⅵ　風力発電所の設置―イギリスと日
本の比較
日本の風力発電所建設をめぐる紛争は，
第１に，鳥類の衝突死など生態系への影響
が問題になっている事例（苫小牧グリーン
ヒルウインドパーク，宗谷岬ウインドファ
ームなど），第２に，景観破壊や国立公園内
での風力発電所開発が問題になった事例
（渥美風力発電所，ウインドテック小国風力
発電所など），第３に，事業者の自主環境ア
セスメントの内容の信頼性が問題になった
事例（段ヶ峰ウインドファーム計画を始め
多くの風力発電所開発事業）である。これ
らの紛争は，すべて，「環境アセスメント」
の信頼性と「合意形成」の不存在から発生
している。
イギリスでは，ウィナシ風力発電所建設
計画の事例で検討したように，環境アセス
メントを基礎にした公開審問で関係者（市
民，保護団体，中央と地方の行政機関など）
との合意形成がなされる。公開審問では，
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一般市民や利害関係者が参加し，裁判のよ
うな形式で討論が行なわれる。公開審問で
の議長を務める計画審査官は，意見や意見
書をすべて検討した後に，報告書（結論）
を書く。担当大臣又はカウンシル（地方自
治体）など許可権者は，審査官の提出した
報告書を参考にして判断を下すことになる。
許可権者は，実際上ほとんどの場合，審査
官の報告書の結論に従った判断をしている。
公開審問による合意形成の場は，後の紛争
発生の防止に役立っていると考えられる。
日本の国立公園と国定公園の合計面積は
国土面積の9.1パーセントであり，イングラ
ンドとウェールズの国立公園も両者合計の
国土面積の9.3パーセントであり，公園面積
の割合も類似している。しかし，イングラ
ンドとウェールズでは国立公園内の開発は
原則として禁止になっている。日本では，
自然公園法施行規則改正（2004年）により
風力発電所の設置を認める方針をとった。
自然公園内の中・大規模の風力発電所の建
設は，景観と生物多様性確保の点からすれ
ば重大な問題がある。
日本では，事業者の自主環境アセスメン
トに基づき国の補助金が交付された事例が
問題になっている。事業者の自主アセスメ
ントの内容に信頼性に疑問がもたれている
ので，中・大規模の風力発電所の設置には，
環境影響評価法又は条例で環境アセスメン
トを義務付けるべきであろう。環境アセス
メントは，大規模の発電所を環境影響評価
法の対象事業とし，条例では法律の対象事
業にならない中規模の風力発電所を対象に
することになろう。補助金交付決定は，環
境アセスメントと許可がなされた後に判断
されるべきである。この点もイギリスとは
対照的となっている。
日本では，基礎情報が充分ではない。事
業者が立地選択をするとき，貴重な動植物
の生息地，重要な鳥類の生息地，生態系の
壊れやすい地域などが一目でわかるような
「影響想定地域マップ」が必要になる。
（23）
検討
の早い段階で悪影響が判明すれば，後での
無駄な紛争は避けられる。
最後に，日本には，イギリスの公開審問
のような市民参加と合意形成のための制度
は存在しないが，合意形成のための制度化
は必要であろう。
注
（１）イギリス（英国）は，正式名を「グレート
ブリテン及び北アイルランド連合王国」（the
United Kingdom of Great Britain and
Northern Ireland : UK）であり，イングラン
ド，ウェールズ，スコットランド，北アイル
ランドの４地域から構成されている。面積は
日本の３分の２，人口はおよそ日本の半分で
ある。イングランドは，政治，経済，文化の
面でもイギリスの中心となっている。本稿で
は，イングランドとウェールズの公開審問と
合意形成を取り扱っている。
（２）ロンドンでの具体例については，坂口洋一
『生物多様性の保全と復元―都市と自然再生の
法政策―』91頁以下（上智大学出版，2005年）
（３）Town and Country Planning Act 1990,
s.35（1）.
（４）Ibid. s.38（1）.
（５）Ibid. s.287（1）（5）.
（６）坂口洋一前掲書97－102頁
（７）Town and Country Planning Act 1990,
s.70（1）.
（８）Hall and Co Ltd v Shoreham on Sea
Urban District Council（1964）１WLR 240.
（９）Newbury DC v Secretary of State for the
Environment（1981）AC 578.
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（10）手続規則には，公開審問のThe Town and
Country Planning Appeals（Determination
by Inspectors）（Inquiries Procedure）Rules
2000，書面方式のThe Town and Country
（ Appeals）（ Written Representations
Procedure）（England）Regulations 2000, 聴
聞方式のThe Town and Country Planning
（Hearing Procedure）（England）（Rules）
2000等がある。
（11）Campaign to Project Rural England, the
Facts About Planning Appeals, 2004, pp.3-5.
（12）The Planning Inspectorate, A Guide to
Called in Planning Applications（web page）.
（13）http://www.planninghelp.org.uk/resources/
success-stories-around-the-country
（14）David M H Rose, Report to the Secretaries
of State for Trade and Industry; and for
Environment, Food and Rural Affairs, Whinash
Wind Farm, the Planning Inspectorate, 2006.
Hereinafter “Whinash Wind Farm: Inspector’
s Report”.
（15）公開審問は，日本と比較した場合，イギリ
スの市民参加・合意形成の特長とも言うべき
制度であるといってもよい。公開審問と野生
生物保護や合意形成との関係については，坂
口洋一『生物多様性の保全と復元』83頁以下
（上智大学出版，2005年）
（16）ウィナシ風力発電所の公開審問参加者の名
前，職名，所属の一覧表は，後の審査官の報
告書の添付資料に掲載されている（Whinashi
Wind Farm: Inspector’s Report, pp.99-101）。
それによると，参加者の合計は87名である。
参加者をグループに分ければ，申請関係者代
表，申請者の支持者，地方自治体の連合会代
表，カントリーサイド庁の代表者，ブラザデ
イル友の会代表，エデン・レイクランド・ル
ーンズデイル景観友の会代表，ウィナシ風力
発電所拒否の会代表，オープンスペースの会
代表，反対者（団体，会社，地方住民など），
関係当事者（テベイ小学校５年生の５名）と
なっている。
（17）Inquiry Document Ⅹ/１, Notes of the
Pre-Inquiry Meeting, 29 November 2004
Kendal Town Hall, Highgate, Kendal,
Cumbria.
（18）カントリーサイド庁内に設置された「アリ
ソン農業者協会」は2005年３月10日，湖水地
方国立公園とヨークシャー・デイル国立公園
の間の景観のすぐれた地域を国の指定地にす
る報告書を出した（Recommendation Area of
Search for Land Worthy of Designation in
the North west of England－Final Report）。
計画申請の拒否後は，具体的な公園拡張の線
引き作業が進んでいる。
（19）Jane Cecil, Summary of Proof of Evidence,
The Countryside Agency, 2005.
（20）Whinash wind farm: inspector’s report,
p.83.
（21）Whinash wind Farm: Inspector’s Report,
pp.95-96.
（22）Department of Trade and Industry,
Project Development: Wind Energy Fact
Sheet 12（2001）.
（23）長野県は，中・大型風力発電所建設を避け
るべき区域を示した地図（影響想定地域マッ
プ）を作成している。地域を重要度に従い，
「レベルⅠ」，「レベルⅡ」，「レベルⅢ」に分け
る。「レベルⅠ」は，原則として風力発電所の
設置を避けるべき地域であり，①水源涵養や
山地災害の防止，②景観，③風車への鳥の衝
突事故など自然環境と生態系，④希少野生動
植物の生育・生息などにとって重要な地域で
ある。「レベルⅡ」は建設については慎重に検
討すべき地域である。「レベルⅢ」はそれ以外
の地域としている。例えば，イヌワシやクマ
タカの営巣地周辺は「レベルⅠ」に属し，通
常行動をする地域を「レベルⅡ」にしている。
さらに，長野県では，環境影響評価条例の改
正に伴い2007年10月より風力発電所が環境影
響評価の対象事業になった。
なお，中型風車とは，出力50キロワット以上，
ハブ高25メートル以上，風車直径15メートル以
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上をいう。大型風車とは，1000キロワット以上，
ハブ高60メートル以上，風車直径60メートル以
上をいう。国でも，自治体，環境保護団体，専
門家，市民との協働により全国「影響想定地域
マップ」の作成が必要である。
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